
2013/11/10 日版 

 

 

 

 

 

 

2014 年度 

第 15 回通常総会議案書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年 11 月 14 日 

於 新木場ホール（新木場） 

 

 

ビジネスプラットフォーム革新協議会 



2013 年 11 月 14 日 第 15 回通常総会 

 2

 

 

 

 

議 案 一 覧 

 

 

 

 

 第１号議案 2013 年度事業報告書承認の件 

 

 

 第２号議案 2013 年度収支決算書承認の件 

 

 

第３号議案 BPIA 改革案承認の件 

 

 

第４号議案   2014 年度事業計画書承認の件 

 

 

 第５号議案 定款変更の件  

 

 

第６号議案  理事選任の件 

 

 

第 7 号議案  2014 年度収支予算書承認の件 

 

 

 
 
 

 

   

  
 

 



2013 年 11 月 14 日 第 15 回通常総会 

 3

 

 

 

 

 

 

 

第 1 号議案 

 

 

2013 年度事業報告書承認の件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2013 年 11 月 14 日 第 15 回通常総会 

 4

2013 年度事業報告 

 

I 総括 

 

2013 年度は 8 研究会が活動し、延べ 52 回の開催をみた。多くの研究会ではその目的に沿って最新

のビジネスの流れや技術のトレンドを扱うテーマと講師を発掘している。その結果毎回20~30名の

参加者が出席しており、研究会の健闘ぶりが目立っている。参加者にとっては研究会後に行なわ

れるワンコイン交流会での講師や他の参加者との情報交換の機会も、研究会のもつ牽引力となっ

ている。また研究会に加えて、6 月には群馬県嬬恋村にて「BPIA 林間学校 ～『コト』づくり社会

の経営スタイル」が開催され、講演「価値創造モデルの進化」と題して、倉重英樹会長、仙石通泰

副会長、坂田 明常務理事がそれぞれ講演を行った。「林間学校」には会員、非会員を合わせた 25

名が参加した。日頃活動に参加していない会員企業経営者も参加して、活発な交流が行われた。  

 

以上の活動に併行して公開セミナー2 回が開催された。会員交流は、新年会、林間学校の機会に開

催された会員交流会に加え、前述のワンコイン交流会が多数設けられた。 

 

こうした研究会や合宿をはじめとする BPIA の活動の魅力や効用を会員が知人・友人に伝え新規会

員の増加につなげてゆけるよう、お願いしたい。 

 

2013年度中に16件の入会と14件の退会の入会があった。リーマンショック以来の会員の退会と会

費収入の減少には歯止めがかかったが、依然窮屈な財政状況にある。 

 

＜Webビジネス研究会＞は第2年次を迎えWebサイトをどう収益化するかに焦点を当ててケース企業

のオーナーや専門紙記者を招いた。毎回多数の会員が参加する人気の研究会である。＜目からウ

ロコの新ビジネスモデル研究会＞には、講演からビジネスヒントを参加者に得てもらうことと

BPIAの新規会員獲得の目的がある。取り上げるテーマは、地域起こしの「音泉音楽」や伝統工芸品

を幼児の日用品に変えるビジネスから、情報セキュリティの人的対策まで種々様々であり、参加

者も会員だけでなく、提携しているITメディア経由で集まる様々な経歴をもった人々である。異

質な人々の集まりがこの研究会を面白くしているようにみえる。＜THE業務改革研究会＞は、企業

文化や人、モチベーションといった業務改革を成功させる要因について議論を進めてきた今年度

は消費財メーカー、資源開発、医薬品販売などの分野の業務革新の事例企業を取り上げ、成功の

共通要因を探った。＜企業活性化研究会＞は、独自の組織運営や評価制度、雇用制度、自社技術

重視、脱下請け等の施策などで特徴のある経営で成功している企業の成功要因を中心に分析し、

日本企業を活性化するための企業のあり方や施策、働き方等について検討している。＜21 世紀型

情報システムを考える研究会＞は、「21 世紀における情報システム開発手法と何か」に着目して、

特にプログラム不要のユーザー志向の開発ツールの研究・議論を進めてきた。＜EPUBマニュアル

研究会＞は、電子出版物編集標準としてEPUBという新しいプラットフォームができたことをきっ

かけに昨年度BPIAに生まれた研究会である。業務マニュアルをEPUB化する方法とその配布更新管

理について研究した。参加メンバーは、ユーザ企業、EPUB作成ツールメーカ、電子マニュアル運

用ツールメーカ、マニュアルコンサルタント、マニュアルライター、情報システムコンサルタン
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トなど、それぞれの分野のプロフェッショナルが参加する異色の研究会である。＜面白工学研究

会＞は、会員企業を訪ねて社員を対象とするワークショップを開催した。 

 

 

BPIA 総会併催公開セミナー（12.11.20）では、約 100 名の参加を得て会場満席となった。『99％ の

人がしていないたった 1％ の仕事のコツ』と題して河野英太郎氏（日本アイ・ビー・エム株式会

社グローバル・ビジネス・サービス事業専務補佐兼 GBS コンピテンシー開発担当マネージャー）に

よる講演につづき、各研究会ナビゲータから研究成果に関する報告が行われた。それらに続いて

『予測困難な時代の経営戦略の立て方』と題する講演を山鳥忠司氏（社団法人中央政策研究所 主

任研究員、ＰＩビジネスモデル研究所 山鳥経営戦略研究所所長）が行った。6月には「BPIA 林間

学校～『コト』 づくり社会の経営スタイル～」が群馬県嬬恋村で行われた（2013.6.22-23） 

林間学校では、「価値創造モデルの進化」と題する倉重英樹会長による講演に続き、「時代に適合

した経営の最適化」（仙石通泰 副会長）、「明豊ファシリティワークスの事例紹介」（坂田 明 常

務理事）と題する講演が行われた。会員、非会員計 25 名が参加した。情報発信活動は、公開セミ

ナー、メルマガ、ホームページを通して行われた。 
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一覧 
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Ⅱ 会務の状況 

 

1. 第 14 回総会 

2012年11月20日 表参道アイビーホールにておいて開催した。議事の内容は次の通り。 

 

第１号議案 2012 年度事業報告書承認の件 

第２号議案 2012 年度収支決算書承認の件 

第３号議案 理事選任の件 

第４号議案 本協議会の名称変更承認の件 

第５号議案 2013 年度事業計画書承認の件 

第６号議案 2013 年度収支予算書承認の件 

 

2．理事会 

2013 年度は、以下の通り 2回の理事会を開催した。 

2012 年 10 月 11 日(木)  （於：日本記者クラブ） 

2013 年  5 月 29 日(水)  （於：日本記者クラブ） 

 

3．理事・監事 (2012 年 11 月 20 日現在。敬称略。氏名五十音順) 

 

<会長>    倉重 英樹 株式会社シグマクシス 代表取締役会長 兼 社長 

<副会長>  仙石 通泰 株式会社三技協 代表取締役社長 

          竹内 弘之 一般社団法人中部産業連盟 副会長 総合事業本部長  

<常務理事>伊藤 孝  日本ヒューレット・パッカード株式会社  

   取締役 常務執行役員 管理統括 

岩佐  豊   有限会社ワイエスマネジメント 代表取締役社長 

岩崎 孝彦 NEC ソフト株式会社 サービス事業推進部サービス事業企画エキスパート 

内田 士郎 プライスウォーターハウスクーパース株式会社 代表取締役会長 

小笹 芳央 株式会社リンクアンドモチベーション 代表取締役社長 

坂田 明  明豊ファシリティワークス株式会社 代表取締役社長 

椎木 茂  日本オラクル株式会社 副社長執行役員 アプリケーション事業統括 

中島 洋  株式会社ＭＭ総研 代表取締役所長 

      全国ソフトウェア協同組合連合会 会長 

松永 達也 日本アイ・ビー・エム株式会社 金融第三事業部 執行役員 

<理事>    相磯 秀夫  慶應義塾大学 名誉教授 

          青木  秋徳 株式会社アイティー 常務取締役 

          桐山 太一 株式会社アーク情報システム 取締役 

<監事>    市川 勤  株式会社じもとの neco 代表取締役社長 
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III 研究会活動 

 

2013 年度は、下記 7 研究会が活動を行った。 

 

 日本企業の元気要因と働き方を探求する 

1.  企業活性化研究会 

 ※旧：働き方改革研究会、研究会発足：2008 年 12 月より   

 

 BPM を人事制度、組織経営など企業活動の全体から捉える 

2.  The 業務改革研究会 

 ※研究会発足：2006 年 7 月より   

 

 チャレンジ精神を忘れた日本人に気付きを与える 

3.  目からウロコの新ビジネスモデル研究会 

 ※研究会発足：2007 年 11 月より  

 

 「生きがい、働きがい、やりがい」を高める 

4. 面白工学研究会 （第５期） 

 ※研究会発足：2008 年１月より   

 

 これからの日本企業に求められるモデル、組織や情報共有のあり方を探る 

5. 21 世紀型情報システムを考える-20 世紀からの決別- 研究会 

 ※研究会発足：2008 年 1 月より   

  

 戦略に基づいた Web ビジネスの再構築を考える 

6.  Web ビジネス研究会 

 ※研究会発足：2011 年 12 月より 

    

 いつでも・どこでもマニュアルの実現を目指して   

7.  EPUB マニュアル研究会   

 ※研究会発足：2012 年 12 月より 
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各研究会の活動サマリー 

 

1. 企業活性化研究会 

 

特徴ある経営（たとえば、独自の組織運営や評価制度、雇用制度、自社技術重視、脱下請け等

の施策）で成功している企業の成功要因を中心に分析し、日本企業を活性化するための企業の

あり方や施策、働き方等について検討するという趣旨で活動している。 

 

これまで、成果主義の導入やグローバル対応を進めてきた多くの日本企業が、業績低迷、組

織肥大化、人事問題などで苦しんできた。一方で、雇用を守りながら独自の施策で業績を維

持し、社員の能力を活かしている企業もある。経営者の発するメッセージが起爆剤となり企

業を大きく変えた事例も多くある。このような活力ある企業を分析研究することで、企業の

元気要因と働き方を明らかにし、日本企業の再生に貢献したいと考えている。 

 

本研究会は、これまで、企業における仕事のやり方に関して、創造性、生産性、効率性、妥

当性（最適性）、モチベーション、ワーク・ライフ・バランス等の観点から調査分析し、代表

的な理想の働き方（ワークモデル）を提案することを目的として活動し、働き方革新や経営革

新に意欲的な企業の訪問や経営者ヒアリング等を随時実施してきた。そして、“「全国民が楽

しく意欲的に働ける国家」の実現を目指して”の提言を作成、また震災に関連して、「震災を

経験しての働き方を中心とした企業革新に対する経営者アンケート」を実施し、公開シンポジ

ウム「震災と働き方“震災半年を経て、あらためて考える企業と働き方のあり方とは”」を開

催いたした。このシンポジウムでは、事業継続計画（ＢＣＰ）のさらなる充実が必要であるこ

と、平時からリスクに対応した働き方やプロセスを組み込んでいくことが重要であること等

を事例を通して訴えた。 

 

経営者ヒアリングでは、企業理念の共有、経営方針、制度（ＩＴ活用、組織面）、働き方（モ

チベーション、人事、可視化、ワークスタイル＆ワークプレイス）、リスク（事業リスク、Ｂ

ＣＰ）などの観点で、特徴ある施策等をうかがい、以下のような方針で検討を進めている。 

・不確実性が高く事業環境の厳しい時代においても、企業が活力を維持し、生き残っていく

ための潜在的な問題点を洗い出す。 

・企業および働く側の両者にとって、幸福度の高い状態を作り出す可能性と施策について検

討する。 

・上記の検討に基づき、理想の企業像と働き方を探る。 

さらには、労働意欲のわく環境になっているか、労働機会が開かれているか、活躍の機会や

能力向上の機会が与えられているかなどの観点からも企業を分析し、魅力があり活力のある

企業になるための要因を追及している。 

 

現在、研究会は月１回開催している。メンバは登録制。 
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このような活動の一環として、“企業活性化とモチベーション”に関するワークショップを

企画し、１０月に開催した。これまでの企業調査において、企業活性化の共通の要因がモチ

ベーションにあることをあらためて確認し、また、モチベーション高揚で多くの企業が悩ん

でおられる実態も明らかになった。そこで、企業の経営や人事などに関係しておられる方で、

モチベーションに関心のある方々に集まっていただき、企業活性化におけるモチベーション

のあるべき姿について議論し、モチベーション高揚の施策へとつなげていただくことを目的

とした。 

 

◎開催概要は以下の通り。 

 日 時： 2013 年 10 月 31 日（木）13:30～18:30  

 場  所： 首都大学東京 秋葉原サテライトキャンパス会議室（会議室Ｃ、Ｄ、Ｅ） 

 参加費： 無料 

 プログラム 

 13:30～  開催挨拶 

 13:45～ 基調講演  倉重英樹会長 “モチベーション・マネジメント”  

 14:35～  話題提供  岡田正志  

 15:00～ グループ討議、討議内容発表、全体討議 

 

◎実行委員（企業活性化研究会メンバ）：  

 岡田正志（Ｂ＆Ｔコンサルオフィス代表）、坪本裕之（首都大学東京助教）、串田昭治（クシダ

経営研究所代表）、桐山太一（アーク情報システム取締役）、小田毘古（ワークプレイス･リサ

ーチ･センタ代表）、白井秀幸（岡村製作所副参与）、仙石泰一（三技協専務取締役）ほか 

 

 

2  The業務改革研究会                                         

 

本年度は下記の研究会を開催。前年度に続き、業務改革の事例を取り上げ、企業文化や人もモチベ

ーションといった業務改革を成功させる要因について議論を進めてきた。それぞれの企業によっ

て進め方は異なるものの、各企業に共通する成功要因は・高いモチベーションを持った人による

改革の推進 

・それを支える経営の姿勢と仕組みということが明確になった。 

 

▼活動履歴 （於アーク情報システムにて） 

◎第８回 2012 年 12 月 11 日（火）16:00～19:00 

 「富士フイルムの事業改革と IT 部門改革」 

 杉山泰久 元富士フイルム監査部部長 
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◎第９回 2013 年 2 月 28 日（木）16:00～19:00 

 「石油資源開発株式会社における BPM/SOA の取り組み」 

 薮根 正樹 石油資源開発株式会社 情報システム部業務支援グループ 

 

◎第 10 回 2013 年 4 月 11 日（木）16:00～19:00  

 「医療ビッグデータの活用で薬局の新たな価値を創る  ～日本調剤グループの取組み」 

 長尾剛司 株式会社日本医薬総合研究所（日本調剤ｸﾞﾙｰﾌﾟ）営業企画グループ課長・薬剤師 

 

◎第 11 回 2013 年 6 月 26 日（水）16:00～19:00 

 「ＢＰＭ実践事例から考える『～見える化のその後に～』」 

 近藤 真 イデア・コンサルティング株式会社  

      BPM/BI ソリューショングループ マネジング・  ディレクター 

 

◎第 12 回 2013 年 10 月 8 日（火）16:00～19:00 

 「人を幸せにするために働く」を実現する業務改革 

 ～kintone を活用した新しいシステム開発～ 

 山下正廣 株式会社ヤマティー 代表取締役社長 

 

 

3.  目からウロコの新ビジネスモデル研究会  

 

会員企業の新規本研究会は、参加者に、なにかしらの気付きを得ていただくことを目的に講師を選

定してきたが、今年度は、社会の問題をビジネスの形で解決するというテーマが目立った。客足が

遠のいた温泉でのコンサート、スポーツ大会ビジネス、ネット上のいわれなき中傷被害対策、日本

の伝統工芸職人への仕事などだ。実施方法は、講師を招いた講演とディスカッション、ワンコイン

パーティの形式の研究会。毎月最終火曜日に実施しており、10 月で 70 回目となる。 

本研究会は二つの目的がある。 

１．BPIA の存在を世に知らしめ会員を獲得する。 

２．会員各社が、ゲストの講演にヒントを得て、本業のビジネスに生かす。 

 

来年度も、できるだけ、社会の問題をビジネスの形で解決しようとしている若者起業家に多く登場

していただきたいと思っている。 

 

 ▼活動履歴 （全 12 回。於アーク情報システムにて） 

 

◎第 58 回 2012 年 10 月 30 日（火）16:00-19:00  

 「動員数 2日間のべ約 1100 名の実績をもつ『音泉温楽』 

 ～宣伝費が無くとも地方に若者が集まる仕組みとは？～」 

 佐藤 拓也 MASTER OF LIFE Co.,Ltd 代表取締役 
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◎第 59 回 2012 年 11 月 27 日（火）16:00-19:00 

 「スポーツビジネスの紹介と今後の可能性」 

 藤本智也 株式会社アスリード 取締役 

  

◎第 60 回 2012 年 12 月 18 日（火）16:00-19:00 

 「教えてドラッカー、働く私は IT でどこまで伸びるの?」 

 森岡謙仁 アーステミア有限会社 代表取締役 

  

◎第 61 回 2013 年 1 月 29 日（火） 16:00-19:00  

 「ソーシャルメディア分析によって見えたビジネスの新しいかたち」 

 御厨寛人 データセクション株式会社 執行役員 

  

◎第 62 回 2013 年 2 月 26 日（火） 16:00-19:00 

 「日本人を変える『共感される文章の書き方』」 

 坪田知己  内閣府・地域活性化伝道師、京都工芸繊維大学特任教授 

  

◎第 63 回 2013 年 3 月 26 日（火） 16:00-19:00 

 「ネット上の謂われなき悪評から自社ブランドを守れ！」 

 三澤和則 ソルナ株式会社 代表取締役社長 

  

◎第 64 回 2013 年 4 月 30 日（火）16:00-19:00 

 「メッセージアプリとカレンダーを連動させた、世界初の広告ビジネスのご紹介」 

 佐野義人 株式会社 AnchorZ（アンカーズ）営業部長 

  

◎第 65 回 2013 年 5 月 28 日（火）16:00-19:00 

 「40 メートルの製造ラインを 10 分の 1に縮めた男 

 ～99％の「誰でも出来る」で成り立っているオンリーワン技術の紹介～」 

 岩間正俊 株式会社岩間工業所 代表取締役 

  

◎第 66 回 2013 年 6 月 25 日（火） 16:00-18:30 

 「高単価を具体化した新規事業における差別化戦略の実際」 

 佐原 剛  株式会社ランドコンピュータ  

       ビジネスイノベーション事業本部 イノベーションサービス事業部  

  

◎第 67 回 2013 年 7 月 30 日（火）18:00-20:00 

 「次世代の子どもたちに、日本の伝統を繋げたい」～和えるの挑戦！～ 

 矢島里佳  株式会社和える 代表取締役  
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◎第 68 回 2013 年 8 月 27 日（火）16:00-18:30 

 視点を変えた情報セキュリティ人的対策のすすめ～ 一方通行を逆走すると弱点が見える ～ 

 新倉茂彦 有限会社 ティーシーニック 取締役 

  

◎第 69 回 2013 年 9 月 24 日（火） 16:00-18:30 

 業務パッケージビジネスの勝ち残り術 

 ～ パッケージは上へ伸ばすより、幹を太く育てるべし ～ 

 磯部昌美 株式会社グッドフェローズ  代表取締役 

 

 

4  面白工学研究会＜第５期＞ 

 

現代は「知恵」が価値（競争力）をもつ「知恵社会」である。「知恵」を出すには、能力（知識や

技法）とやる気（意欲）を全開して「本気」で実践（体験）す る必要がある。面白くなれば、能

力もやる気も高まり「知恵」が出やすくなる。さらに、仕事の「やりがい」や会社の「働きがい」

も高まり、知的生産性が向上する。 人生や仕事をもっと面白くする「面白主義」を実践するには、

面白くする方法論の開発と実践が必要である。「面白工学」とは、創造力開発やプロジェクトマネ 

ジメントなどの考え方と手法を活用して、人生も仕事も面白くするための工学。今年度は、出前方

式の面白工学講座を、イトーキ 営業業務改善プロジェクトチームにて実施した。 

 

日時：2013 年 2 月 15 日(金) 13:30～ 

場所：イトーキ アーバンネット入船ビル 

対象：イトーキ営業業務改善プロジェクトチーム 7 名 

 

 

 

5  21 世紀型情報システムを考える-20 世紀からの決別- 研究会 

 

情報システムは､かつてない変化を迫られている。当研究会ではそれを、20 世紀型、21 世紀型と

いう言葉で表現している（図）。図に示した項目の中で特に優先項目と開発手法に着目。昨年後半

からプログラム不要の開発ツールの研究・議論を進めてきた。具体的には、Sapiens、Kintone、

Wagby、PEXA（予定）、Genexus（予定）などだ。このうち特に Kintone をテーマにした回は参加

者が50人を超え、大きな関心を集めた。これだけの人数になると、議論というより単なるQ&Aに

なってしまうので、必ずしもいいことばかりではない。それはともかく、これまでに明らかにな

ったことは、各ツールには得手不得手があること。当然とも言えるが、ベンダーはおしなべて、

どんな用途にも使えることを強調しがち。きちんと特性を理解し、適材適所で利用すれば大きな

効果を発揮するが、それを理解するための情報が少ない。当研究会としては、議論・研究を通じて、

今後も適切な情報を発信していくこと。 
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▼ 活動実績 （全３回） 

 

◎第 24 回 2012 年 12 月 4 日（火）17:00～19:00 / 市ヶ谷・アーク情報システム 

 「コンテキサーを用いたＤＩＹ（自分でつくる）業務システム」 

 西岡靖之  法政大学デザイン工学部システムデザイン学科 情報マネジメント研究室 教授 

 

◎第 25 回 2013 年 6 月 7 日（金）16:00～19:00 / 株式会社ヤマティー（西新宿） 

 「変革を求められる日本の IT 企業 ～kintone を活用して」 

 青野慶久 サイボウズ株式会社 代表取締役社長 

 

◎第 26 回 2013 年 9 月 3 日（火）16:00～19:00 / 株式会社ヤマティー（西新宿） 

 「もう手組みの時代ではない」は本当か？開発ツール「Wagby」の発想から何ができるかまで」 

 贄 良則 株式会社ジャスミンソフト 代表取締役 
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6  Web ビジネス研究会 
 

第二期では、Web ビジネスでのマネタイズ「ネットショップ」にスポットを当てた。各回でとりあ

げた内容は次の通り。 

第 6 回のフィールド&マウンテン・山田さんのご講演は「特別講演」として、小伝馬町ビジネスセ

ンターで開催。 46 名の参加を得て、「今まで聞いた講演の中で最も面白かった」というご評価を

多数いただいた。第 7 回の日本流通産業新聞社・瀧川記者には年初めの講演ということで、2012

年 Web ビジネスの振り返りと 2013 年 Web ビジネスの予測していただいた。第 8 回の桃源郷・武田

さんには震災後の EC 事業の危機をいかにして乗り切り、ビジネスモデルの変革させてきたか。第

9 回のロジザード・遠藤さんには、Web ビジネスができるまでのインターネットの過去・現在・未

来を、第 10 回の KAJIN・林さんには、フォーマル子供服というニッチな市場を広げてきた想いに

ついてお話しいただいた。定例メンバーとして参加している若い企業経営者もいるので、何とか入

会につなげたい。 

 

▼開催履歴 (全５回) 

◎第 6回 2012 年 12 月 6 日（木） 16:00～19:00 / 小伝馬町ビジネスセンター 

 「日本の 7割を登山人口に変える 小さな業界発の大きなブームの起こし方」 

  山田 淳 株式会社フィールド&マウンテン 代表取締役 

 

◎第 7回 2013 年 1 月 24 日（木） 16:00～19:00 / 日本オラクル青山センター 

 「専門紙記者が語る！  ～ 2012 to 2013 ネット通販業界の可能性」 

 瀧川正実  株式会社日本流通産業新聞社  

      「日本流通産業新聞」「日本ネット経済新聞」編集記者 

 

◎第 8回 2013 年 3 月 14 日（木） 16:00～19:00 / 日本オラクル青山センター 

 「ネットショップ事業者必聴！  

 楽天グランプリ店舗が、セレクトショップに転身できた理由とは」 

 武田和也 桃源郷株式会社取締役 

 

◎第 9回 2013 年 5 月 14 日（火） 16:00～19:00 / アーク情報システム 

 「インターネットはビジネスをどう変えたか？  

 業界４４年のロジザード会長が語る、昨日・今日・明日。」 

 遠藤八郎 ロジザード株式会社 会長 

 

◎第 10 回 2013 年 7 月 18 日（木） 16:00～19:00 / 日本オラクル青山センター 

 「フォーマル子供服専門店 KAJIN のブランド戦略」 

 林 志英  株式会社 KAJIN  代表取締役 
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  7. EPUB マニュアル研究会   

 

マニュアルとは、ベストプラクティスが書かれているもので、そこには企業理念が表出されると言

われます。しかしながら、企業の業務が、情報システムにより、自動化・ブラックボックス化され

ることによって、業務マニュアルが分断され、ともすると情報システムの操作マニュアルの様相を

呈してきた。しかもそのマニュアルは、システムの設計に先立って作られるのではなく、必要悪の

ように、最後に、おざなりに作られるケースすらあるのです。BPIA が EPUB マニュアル研究会を立

ち上げようと思った背景には、EPUB という新しいプラットフォームが出てきたことをきっかけに、

現在の「システム・ファースト」ではなく、コンピュータ以前のように「マニュアル・ファースト」

に戻したいという思いかあった。しかし実際に EPUB を軸に研究会を重ねていくうちに、大上段に

振りかぶった理想とは裏腹に、技術的なさまざまな問題が横たわっていたり、紙ではないからこそ

できるという新しい発想があったりと、発見の連続であった。 

そこで、2013 年度には業務マニュアルを EPUB 化する方法とその配布更新管理について研究した。

EPUB を企業の業務マニュアルに具体的に適用する研究は来年度に委ねる。参加メンバーは、ユー

ザ企業、EPUB 作成ツールメーカ、電子マニュアル運用ツールメーカ、マニュアルコンサルタント、

マニュアルライター、情報システムコンサルタントなど、それぞれの分野のプロフェッショナルが

参加し熱心に研究を重ねた。その成果は 2013 年 11 月に EPUB マニュアル研究会報告として EPUB

で発行準備をしている。 

 

◎準備会 2012 年 12 月 10 日（月）16:00～18:00／日本コンピュータダイナミックス 

 EPUBマニュアルに関するレビュー 

 木村修三 EPUBマニュアルコンサルタント 

 

◎第 1回 2013 年 1 月 28 日（月）14:00～17:15／イトーキ SYNQA 

 １．マニュアルの電子書籍化（EPUB）で『どこでもマニュアル』、『マイマニュアル』に 

 木村 修三 EPUBマニュアルコンサルタント 

 ２．現在のマニュアルの課題（マニュアルの再定義） 

 丸山 有彦 文書コンサルタント 

 ３．MS-Wordマニュアルを簡単にEPUBマニュアルにする 

 小林 徳滋 アンテナハウス株式会社 代表取締役 

 ４．EPUBマニュアルの配布と改訂が迅速・安価で手軽に 

 天井 誠一 株式会社ソフトウェア・パートナー 執行役員 

 

◎第 2回 2013 年 2 月 19 日（火）16 時～18 時／日本コンピュータダイナミックス 

 EPUB化を望むマニュアルとその効果をどう期待できるか 

 丸山 有彦 文書コンサルタント 
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◎第 3回 3 月 19 日（火）16 時～18 時／日本コンピュータ・ダイナミックス株式会社 

 １．既存のマニュアルを効率良くEPUB化するにはどうすべきか 

 石井 岳美 アンテナハウス株式会社 システム製品営業グループ 

 ２．自社業務マニュアルのEPUB化について 

 森本 俊彦 株式会社イトーキ BPR推進室長 

 

◎第 4回 4 月 16 日（火）16 時～18 時／株式会社アーク情報システム 

 新規のマニュアルをEPUB化を前提に作成するにはどうあるべきか 

 丸山 有彦 文書コンアルタント 

 

◎第 5回 5 月 21 日（火）16 時～18 時／株式会社アーク情報システム 

 CAS-UBとWordの連携、マニュアルに適したCSSは何か 

 小林 徳滋 アンテナハウス株式会社 代表取締役 

 

◎第 6回 6 月 18 日（火）16 時～18 時／株式会社アーク情報システム 

 iPhone、iPad、Android系機器での効果的な活用方法は何か 

（EPUBマニュアル管理システムの概要と運用説明を中心に） 

 天井 誠一 株式会社ソフトウェア・パートナー 執行役員 

 

◎第 7回 7 月 16 日（火）16 時～18 時／日本コンピュータ・ダイナミックス株式会社 

 EPUBマニュアル化した業務の運用方法はどのようになるか 

 丸山 有彦 文書コンアルタント 
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IV セミナー活動 

 

以下の通り 2 回開催した。  

 

◆第 14 回 BPIA 通常総会併催講演会  

  (2012 年 11 月 20 日 / 青山アイビーホール / 参加者 99 名) 

・「99％ の人がしていないたった 1％ の仕事のコツ」 

 河野英太郎 日本アイ・ビー・エム株式会社 

       グローバル・ビジネス・サービス事業専務補佐 兼  

       GBS コンピテンシー開発担当マネージャー 

 

・「BPIA 研究会活動の紹介」 

 

・「予測困難な時代の経営戦略の立て方」 

 山鳥忠司 社団法人中央政策研究所 主任研究員 

      ＰＩビジネスモデル研究所 山鳥経営戦略研究所所長 

 

◆電子書籍標準技術（EPUB)を使った業務マニュアル作成研究会発足セミナー 

（2013 年 1 月 28 日 / イトーキ東京イノベーションセンター SYNQA / 参加者 55 名） 

 

・「マニュアルの電子書籍化(EPUB)で『どこでもマニュアル』、『マイマニュアル』に」 

 木村修三  EPUB マニュアルコンサルタント 

・「現在のマニュアルの課題（マニュアルの再定義） 

 丸山有彦 文書コンサルタント 

・「MS-Word マニュアルを簡単に EPUB マニュアルにする」 

 小林徳滋 アンテナハウス株式会社 代表取締役 

・「EPUB マニュアルの配布と改訂が迅速・安価で手軽に」 

 天井誠一 株式会社ソフトウェア・パートナー 執行役員 

 

 

V 林間学校  

 

第１回となるBPIA林間学校を開催した。 

 

◆第１回 BPIA 林間学校 ～『コト』づくり社会の経営スタイル 

（2013 年 6月 22 日（土）～23 日（日） / 群馬県・嬬恋プリンスホテル / 参加者 27 名） 

   講演１：「価値創造モデルの進化」 倉重英樹 会長 

      講演２：「時代に適合した経営の最適化」 仙石通泰 副会長 

      講演３：「明豊ファシリティワークスの事例紹介」 坂田  明 常務理事 
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VI 会員交流活動 

 

以下の通り 1 回の交流会を開催した。 

 

◆ 新年賀詞交歓会   

(2013 年 1 月 10 日 / 東京ガーデンパレス / 参加者 70 名) 

※アートパフォーマンス 

♪ピアノ： 松尾光さん（日本経済新聞社） 

♪弦楽四重奏：片貝孝夫さん(Vc)らの「小田山荘弦楽カルテット」 

♪ジャズピアノ： 渕野康一さん（東洋学園大学客員教授） 

♪フラダンス: NEC ネッツエスアイフランダンスチーム 

 

 

VII メディア連携・広報活動 

 

昨年度に引き続き、BPIA の社会的認知度を高めることを目的として、メディアとの連携を積極的

に行った。 

 

◆IT Media エグゼクティブ(会員制コミュニティサイト)との研究会の共催  

 目からウロコの新ビジネスモデル研究会・共催 

 

◆BPIAメールガジン：月 2回発行 

 編集長： 中島 洋氏 株式会社MM総研 取締役所長、日経BP編集委員 

 購読登録者数（2013.9.30 時点）：2,500 名（※昨年の同時点は 2,247 名） 

 

◆BPIAホームページ 

◎「会員コラム」（敬称略） 

・「”スマホではじめる”Facebook執筆エピソード 高橋 慈子  

・「“私だから”できること」 井ノ上 美和 

・「日本の教育についての雑感」 森 俊明 

・「異業種交流会 ”decWebcafe”」木村 修三 

☆記事一覧 http://b-p-i-a.com/wp/?page_id=274 

 

◎「研究会レポート」 

☆記事一覧 http://b-p-i-a.com/wp/?page_id=291 

 

◆BPIA facebook 

ほぼ毎日配信 

https://www.facebook.com/bpiabpia  



2013 年 11 月 14 日 第 15 回通常総会 

 20

 

 

 

 

 

 

 

第２号議案 

 

 

2013 度収支決算書承認の件 
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貸借対照表 

    

第 14 期（2013 年度） 

2013 年 9 月 30 日現在 
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財産目録      

2013 年 9 月 30 日現在      

ビジネスプラットフォーム革新協議会 
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2013 度収支計算書  (2012 年 10 月 1 日～2013 年 9 月 30 日) 

 

                                       単位：円 
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第３号議案 

 

 

BPIA 改革案承認の件 
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第４号議案 

 

 

2014 年度事業計画書承認の件 
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I 年間事業予定一覧 
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II 活動の概要 

 

 

 

例会の概要 

 

・ 月例会（年６回）および新緑経営塾（合宿形式 年１回）の年６回を予定。 

・ 月例会では、BPIA 会長、会員経営者による知見の発表、または外部経営者・知見者をゲス

ト講師に招いて、グローバル時代の経営を様々な視点で議論しながら相互研鑽とビジネス交

流を図る。 

・ 新緑経営塾は、１泊 2 日の合宿形式の経営サロン。新緑の時期に東京を離れて実施予定。ビ

ジネスプラットフォームの変革やビジネススピードの加速化、ワークスタイルの変革など、

企業経営の根幹にかかわる“イノベーション”について、BPIA 会長と BPIA 会員との徹底

議論。課題解決力の向上とそれによる研究会活動の質的向上を図る。 2 日目にはゴルフなど

で親睦を深める予定。 

・ 企画/運営は、例会担当が中心となって行う。 

 

 

研究会の概要 

 

・ 「経営」「人財」「IT」の３つを主題に、７つ研究会を設置。 

・ 実施形態は、「受講形式」と「ワークショップ形式」２つ。 

受講形式は、セミナー形式を基本として、参加者に知見を与え、それが現場に活かされるこ

とが目的。ワークショップ形式は、会員および外部ゲストによる知見発表を元に、レポート

等の成果物を出すことを目的をする。 

  

 「受講形式」 

① 目からウロコの新ビジネスモデル 

② Web ビジネス 

③ 21 世紀型情報システム 

「ワークショップ形式」 

④ THE 業務改革 

⑤ EPUB マニュアル 

⑥ 皆が実践できる「イノベーションプロセス」を学ぶ 【新規】 

⑦ ワークモデル 

 

・ 企画/運営は研究会担当、研究会ナビゲータが中心となって行う。 
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会員交流の概要 

 

・ 会員同士のビジネス交流を促進するために、「新年会」、「納涼会」を行う。 

・ 今年度の新たな試みとして、スポーツや音楽活動を通した会員活動を開催する。 

具体的には、「フラッグフットボール」、「音楽チャリティー」。 

・ 企画/運営は、交流会担当が中心となって行う。 

 

 

広報活動の概要 

 

・ 月 2回発行している「BPIA メールマガジン」（メルマガ）を継続配信する。 BPIA メルマガ

第一号は、2012 年 9 月 26 日に発行（http://b-p-i-a.com/ml_log/backnumber/back7.html）。 

以来、中島洋 メルマガ編集長が、月に 2回の発行を休まず 11 年間継続している。今年 10

月 16 日には、260 号を発行。購読者は 2,500 名にのぼる。今年も、好評の編集長のニュース・

トレンド解説、書評を売りに、BPIAおよび会員企業ニュースの広報媒体として活用してゆく。 

・ 「セミナー活動」は、広報委員会を中心に企画を行い、適宜実施してゆく。 

・ 「BPIA ニュース」を BPIA ホームページ上に掲載する。BPIA ニュースでは、「月例会」や「内

外の経営者のインタビュー記事」を掲載してゆく。取材は、坪田知己 会員に依頼する。本記

事が蓄積された段階で、出版等の企画を、広報委員会が具体化してゆく。 
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III 研究会の概要 

 

 

チャレンジ精神を忘れた日本人に気付きを与える 

1.  目からウロコの新ビジネスモデル研究会 

※研究会発足：2007 年 11 月より 

 

会員企業の新規ビジネス創生の一助となることを目的に、ゲスト講師を招いた講演とディスカッション。 

終了後には、交流会を毎回実施し参加者同士の交流も深めている。月１回の頻度で、BPIA 会員アーク

情報システム会議室（市ヶ谷）にて開催する。 自由な通信基盤を前提として、既存ビジネスを積極的

に見直し、劇的な変化を遂げている「成功事例」を中心に紹介している。今年度は、社会の問題をビジ

ネスの形で解決しようとしている若者起業家にできるだけ多く登場していただきたく予定。 

 

■ナビゲータ 

 

片貝孝夫 片貝システム研究所 代表 

<かたかい・たかお> 東京理科大学理学部物理学科卒業。重電機メーカーのコン

ピュータ導入準備室勤務からコンピュータにかかわり、その後、ソフト会社勤務

を経て株式会社片貝システム研究所設立。成蹊大学経済学部講師。合併により株

式会社シーエーシーオープンシステム事業部長。人材派遣のパソナソフト（現在

アイティット）を経て、アクシスソフトに転職し、リッチ クライアント

Biz/Browser のエバンジェリストを務めるかたわら、個人として片貝システム研

究所を主宰。昭和 21 年生れ。 

ブログ：http://blog.goo.ne.jp/katakait/ 

 

岩佐 豊  有限会社ワイエスマネジメント 代表取締役社長 

<いわさ・ゆたか> 早稲田大学政治経済学部経済学科卒。昭和 45 年ダイヤモンド

社入社後、一貫して経済畑を歩み、週刊ダイヤモンドの編集長を経てダイヤモン

ド社の社長・会長を歴任し、取材、交流により経済界トップとの深く広い人脈を

持つ。現在は日本図書普及（株）監査役、（株）毎日コムネット取締役、ワイ エ

スマネジメント代表取締役、ハートアンドブレインコンサルティング（株）取締

役、協同組合ワイズネットワーク代表理事 他、多数の社外取締役を務める。 普

遍の社会人スキルからマクロ経済まで解りやすい話が定評で、各方面から講演講師に招かれている。 

 

■実施スケジュール 

 

全 12 回。最終週の火曜日 16:00 から、市ヶ谷アーク情報システム大会議室にて開催。 

 

 



2013 年 11 月 14 日 第 15 回通常総会 

 35

 

戦略に基づいた Web ビジネスの再構築を考える 

2.  Web ビジネス研究会 

※研究会発足：2011 年 12 月より 

 

Web ビジネスといえば、「他社に先んじて、ホームページを作り、広告を出し、システムを導入する」

こと自体が価値を持っていた時代があった。しかし今や先行者利益は色褪せ、いつの間にか Web の

成長速度から遅れをとった企業、もしくは未だに Web でのビジネスモデルが見いだせていない企業

もあるのではないか。 

とはいえ、Web をベースにしてビジネスモデルを描き、ビジネスを展開しようとするとき、最適な

モデルや手段を選択し、最適なマネジメントのできる人材はまだまだ Web 業界には十分に育ってい

ない。Web 広告代理店や HP 制作会社、SI ベンダーなど、「お金を出せば補ってくれる」人はいる。

また、「事例やノウハウを提供してくれる」Web コンサルタントという職業はあるが、その多くは

Web 広告業界や IT 業界などの特定分野に偏った知識や経験しか持っておらず、そのアドバイスはク

ライアントが真に求めるものとなっていないのが現状だ。また、自社サービスの Web ビジネスの仕

組みづくりを他社に任せ続けてきた結果、「手段が目的化、手段が戦略化」し、Web ビジネス強化の

必要性を感じながらも、「どこから手を施せばいいかわからない」という状態もある。 

Web を十分に有効活用するためには、一貫した Web 戦略に基づいて「何のためにこのホームページ

を作るのか？」、「期待される効果に対してこの広告費は適切か？」、「自社のビジネスモデルに対し

てこのシステムは適切か？」といった、ビジネス展開のための手段の検討が不可欠だ。 

 

第二期は Web ビジネスの再構築の中でも、特に「売る（マネタイズ）」にスポットをあて、その本

質に迫った。 第三期のテーマは「先端をいく Web サービスと、そのジャンルの市場環境」。 

Web ビジネスに関わる、「広告・データ分析・開発・コマース・海外進出」など 各ジャンルのスペ

シャリストをお呼びし、彼らが挑むサービスとその市場環境についてお話いただきたいと思ってい

ます。  

 

 

■ナビゲータ 

 

石田麻琴  株式会社 EC マーケティング人財育成 代表取締役社長 

 <いしだ・まこと>早稲田大学第一文学部卒業後、インターネット通販ベンチャ

ーに 6年間勤務。ネットショップ店長として、仕入・マーケティング・システム

構築・物流などを 1人でこなし、1年間で売上 7,000%アップ、年商 3億円を実現。

インターネット通販を中心としたマーケティング支援/マーケティング人財の育

成を目的とした株式会社 EC マーケティング人財育成を設立。有力 EC/Web 企業を

支援。船橋情報ビジネス専門学校特別講師など人材育成にも注力。その他、商工

会議所での講演、新聞や Web での連載など。 
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谷口擴朗  一般社団法人ディレクトフォース会員 no.927 

<たにぐち・かくろう> 昭和 20 年生まれ。京都大学法学部卒。昭和 43 年住友銀

行(現三井住友)入行。同駒川町支店長、梅田新道支店長を経て平成 7年より通信

業界へ移籍、日本高速通信取締役、KDD 取締役大阪支社長、KDDI 理事東海支社長

を経て平成 15 年 KDDI 常務理事北海道総支社長、平成 17 年 KDDI テクノ取締役執

行役員専務平成 20 年７月より京セラコミュニケーションシステム顧問に就任、平

成 25 年 3 月末退任。平成 24 年 11 月より社会貢献を目的に活動する現一般社団法

人に所属。”船に乗らずに潮に乗れ”の言葉をモットーとして時代の変化に乗り遅れないよう自己

研鑽を重ねながら、銀行業界 21 年間、通信業界 23 年間の様々な苦労・学び・体験を生かし、今後

は縁ある人々のお手伝いをしつつ、人のため、社会のため、地球のためになれるように生きていき

たい。BPIA 会員コラム http://www.b-p-i-a.com/column/110727.html 

 

■ 実施スケジュール  

 

全５回+１回特別編。プライスウォーターハウスクーパース（汐留）会議室にて開催。 

第 1回 2013 年 10 月 25 日（金）15:00-18:00 

特別編 2013 年 12 年 9 日 (於：オラクル） 

第２回 2014 年 1 月 15 日（水）16:00-19:00 

第３回 2014 年 3 月（調整中） 

第４回 2014 年 5 月 14 日（水）16:00-19:00 

第５回 2014 年 7 月（調整中） 

 

 

 

  これからの日本企業に求められるモデル、組織や情報共有のあり方を探る 

3. 21 世紀型情報システムを考える-20 世紀からの決別- 研究会 

  ※研究会発足：2008 年 1 月より   

 

情報システムは､かつてない変化を迫られている。当研究会ではそれを、20 世紀型、21 世紀型とい

う言葉で表現している（図）。図に示した項目の中で特に優先項目と開発手法に着目。昨年後半か

らプログラム不要の開発ツールの研究・議論を進めてきた。具体的には、Sapiens、Kintone、Wagby、

PEXA、Genexus などだ。これまでに明らかになったことは、各ツールには得手不得手があること。

当然とも言えるが、ベンダーはおしなべて、どんな用途にも使えることを強調しがちである。当研

究会では、議論・研究を通じて、きちんと特性を理解し、適切な情報を発信していく。  

 

プログラム不要の開発ツールはまだ数多くあり、継続が必要であるが、一方で 21 世紀システムに

関して検討・研究するべき項目も多数ある。そこで今年度は研究テーマを、 

・クラウド、特に PaaS 

・オープンソース・ソフト(OSS) 
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を候補としたい。特に OSS は一段と実用性を増し、かつ IT の先端分野を切り開く存在になってい

る。この分野を研究するメンバーを増強して、研究会を進めたい。 

 

 

■ ナビゲータ 

田口 潤 株式会社インプレスビジネスメディア 取締役 編集長 

<たぐち・じゅん> 1984 年日経マグロウヒル（現日経 BP 社）入社。日経コン

ピュ－タ編集部、日経 AI（人工知能）ニュ－ズレタ－編集長、日経情報ストラ

テジ－副編集長、日経コンピュ－タ副編集長を経て、日経 IT プロフェッショ

ナル編集長、日経コンピュータ編集長などを歴任。情報技術を生かして、ユ－

ザ－企業のビジネスをいかに成功させるか、支援するかという視点から、企業

情報システムのあり方や構築方法、IT 業界のあるべき姿などを追いかけてきた。

2008 年 3 月末、日経 BP 社を退社。5月からインプレス R&D に入社し、編集局長に就任。企業情

報システム担当者に向けた新メディアの開発に取り組んでいる。2008 年 9 月には、無料ＩＴ誌「IT 

Leaders」を創刊。 

 

 

山下正廣  株式会社ヤマティー 代表取締役社長  

<やました・まさひろ> 1992 年に設立された独立系システムインテグレータ。

2006 年より NTT データと直接取引を開始し、2007 年には同社の技術力が

認められ、NTT データのパートナー企業に認定される。山下正廣氏は旧国

有鉄道（国鉄）系列の情報子会社に入社したことで、IT 業界でのキャリアが

始まった。オフコンのシステム開発に約 2 年間携わった後、制御系の知識を

身につけるため転職。約 2 年間、制御系システムの開発に携わった後、オー

プン系および汎用機の知識を習得するため転職。27 歳でヤマティーを設立。 
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■実施スケジュール  

 

全５回予定。 株式会社ヤマティー（西新宿にて） 

 

 

 

     BPM を人事制度、組織経営など企業活動の全体から捉える 

4.  The 業務改革研究会 

   ※研究会発足：2006 年 7 月より 

 

厳しさを増す環境の中で、我が国の企業は様々な課題を抱えている。今こそ優先順位をつけて身

の丈に合った行動を機敏に実行する時だ。元気な企業から、自社として何を学び、どのように実

行するかが鍵である。「業務改革」に焦点を当て、市場に受け入れられている手法・情報技術から

機器に至るまで、導入企業の立場から整理し、様々な事例からヒントを提供することを目的とす

る。さらに今年度からは既存の業務のあり方を改革する「業務改革」に加え、企業やそのビジネス

のあり方までを対象とする「企業のイノベーション」にまで視野を広げて活動を行う。 
 
 研究会では「改革」のための技法・手法、ハードウェアやソフトウェアから事例を取り上げ企業

として「改革」のためのこれらの活用方法を検討する場を提供する。コンサル会社・ベンダー・メ

ーカーは自社の持っているものを事例とともに大いに宣伝発信してほしい。ユーザ企業は自社の

課題をぶつけて使い勝手の感触を得ていただきたい。勿論「改革」は、その方法論、IT など技術的

要素のみで可能になるものではない。企業の文化や組織、それらを支える働く仕組みや諸制度、

ステークホルダーとの関係も無視できない。本研究会は、「改革」の技術的側面だけでなく、改革

を成功に導いたと考えられる（独特な）働く仕組み、人事評価制度、社員が共有するビジョンやカ

ルチャーなども研究スコープに入れて議論を行ってゆきたいと考えている。「The 業務革新」研究

会に継続的に参画すれば、世の中の元気企業が何を活用しているかが分かり、活用を可能にする

要件を体系的に理解できるだけでなく、何より視野が広まり、チャネルができる。隔月で開くオ

ープン形式の「The 業務革新セミナー」にて事例を企業に発表していただき、発表後のディスカッ

ションにて理解を深め「改革」のための知恵を共有して行く。 
 
 今後の活動としては基本的には従来と動揺にセミナー形式の活動を継続。一方、一過性のセミナ

ーで終わらせず、それぞれの改革事例のポイントを整理し、電子出版等を利用して公開することを

目指す。 

 

■ナビゲータ 

田岡 賢輔  富士ソフト株式会社 ソリューション事業グループ  

総合ソリューションユニット 新ソリューション技術ディビジョン部長 

<たおか・けんすけ> 東京大学大学院工学系研究科修了。1981 年三井造船入社。

船舶の構造計算等に 従事。1991 年～2000 年テキサスインスツルメンツ及びスタ

ーリングソ フトウェ アの日本法人にて、技術部門、コンサルティング部門の責

任者としてモデル ベース開発、コンポーネントベース開発の啓蒙普及活動に関
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わる。その後ベ ン チャー企業 の立ち上げ、外資系ソフトウェア企業等を経て、2006 年富士ソフ

ト に参画。BPM/BAM/BI を活用した業務プロセス可視化のソリューション開発に豊富な経験を持つ。 

 

 

池邊 純一  サステナブル・イノベーションズ株式会社 代表取締役社長 

<いけべ・じゅんいち>  1979 年青山学院大学を卒業後、電子回路自動設計シス

テムなどのシステム開発、自動プログラミングシステムの研究開発に従事。

1997 年より日本 NCR 株式会社にて情報の戦略的活用に関するコンサルテーショ

ン方法論を開発し、大手企業に数多くのコンサルテーションを行った。2006 年

からは、日本HP株式会社においてソーシャルネットワーク上の様々な情報の戦

略的活用に関するソリューションを開発し、学会発表、自著本の出版など啓発

活動を行った。2009 年にサステナブル・イノベーションズ株式会社を設立、持続可能な社会の発

展を目指した啓発活動、コンサルテーションを行っている。経営情報学会会員、日本ナレッジ・

マネジメント学会会員、オフィス学会会員、特定非営利活動法人科学工学技術委員会会員。著書

「変化の兆しを捉えて行動する組織の作り方」（2007 年） 

 

 

藤井 久仁子 株式会社アバント グループ人事部長  

<ふじい・くにこ> 大阪教育大学教育学部卒業。1991 年(株)ロイヤ

ルホテル入社。本社人事部にて採用、教育、制度企画、労務など幅

広く携わる。2000 年 1 月からユニバーサル・スタジオ・ジャパン開

業準備の人事担当者として参画し、開業後は人財開発や事業部門へ

の人事アドバイザーなどを歴任、(株)エムティーアイの人事部長を

経て 2013 年から現職。日系、外資、ベンチャーと異なる企業体での

人事経験を活かし、現在はホールディングカンパニーでの人事基盤構築に注力している。 

 

 

■実施スケジュール 

 

公開研究会セミナー ４回 

ワーキンググループ ４回 

 

 

 いつでも・どこでもマニュアルの実現を目指して   

5.  EPUB マニュアル研究会    

※研究会発足：2012 年 12 月より 

 
マニュアルとは「標準」を記述したものである。組織目的を達成するための作業のうちで、最も

安定して、最も効率の良い行動手順を標準と言う。しかし作業の 対象、取引手続き、使用技術
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など作業の諸条件が変化したり、より効率的な行動手順が発見された場合には即座に改訂される

必要がある。それはビジネスプロセ スの不断の革新に通ずるものだ。 経済のグローバル化、

ダイバーシティ化の時代の到来で、企業は地域、性別、人種、言語、ライフスタイルの違いを超

えた経 済活動を求められるだけでなく、技術革新によっても行動手順が変わるため、マニュア

ル改訂のスピードも上がっている。 こうした変化にタイムリーに適応 し、かつ皆に使っても

らえるマニュアルづくりを行うために、一定の規格のもとにマニュアルを電子化するする動きが

ある。国際的規格（EPUB3）が制定さ れ、さらにスマートフォン、タブレット端末などの普及に

より、「どこでもマニュアル」の可能性が見えてきた。しかし、電子化されたからといって、皆

に使ってもらえるマニュアルになるとは限らない。「どのように使ってもらうか」（ユーザビリ

ティ）を工夫する必要がある。またそれ以前に、マニュアルを不断に見 直すシステムが組織の

中に必要にもなるし、マニュアルを使うひとに働きがいを感じてもらう工夫も必要であろう。 

今年度は昨年度の成果を基にユーザー企業の業務マニュアルを研究会として EPUB 化し運用する

実験を行いたいと考えている。実験によりその効果、問題点を抽出し EPUB 化マニュアルの普及

に貢献しつつ企業の業務革新の支援をしたいと考えている。 

 

参加メンバーとして、EPUB 関連ソフトの日本のトップメーカであるアンテナハウス社、EPUB で

ビジネスをしようとしている会員企業、ユーザとしてマ ニュアルの EPUB 化を考えている企業等

で構成する。なお成果物は今年度も EPUB で出版するほか、セミナーなどのイ ベントを行う。ノ

ウハウは参加会員企業が自由に使えるものとする。 

 

※EPUB とは； 

米国の電子出版関連団体である IDPF（国際電子出版フォーラム）が開発した電子書籍の形式であ

る。2007 年 9 月に発表された。EPUB は XML をベー スとした規格であり、テキストが画面に収ま

るよう自動的に調整されるといった機能的特徴を持っている。また、オープンスタンダードな規

格として公開されて いるため、多くのデバイスに対応し、互換性も得やすいというメリットが

ある。 

 

■  ナビゲータ 

 

木村 修三  EPUB コンサルタント 

<きむら・しゅうぞう> 日本ユニシス株式会社で汎用コンピュータのテクニカル

サポート、パソコン開発部長、オープンシステムのシステム部長などを担当後、

株式 会社エフ・アイ・ティで取締役として帳票ソフト SVF の開発に従事、その

後、ウイングアーク・テクノロジーズ株式会社（現ウイングアーク株式会社）

で技術部門の責任者として帳票ソフト SVF や多次元高速集計ソフト Dr.Sum の営

業支援・技術サポート・教育などを担当。現在はパソコンや Web のコンサルタ ントをしている。 
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■実施スケジュール 

定例会は 1ヶ月に 1回程度とし、年 7回開催する。場所は会員企業の会議室にて開催。 

必要に応じて適宜作業会議を設ける。 

 

 

イノベーションは天才の専売特許と思っていませんか？ 

6. 皆が実践できる「イノベーションプロセス」を考える 【新規】 

※研究会発足：2013 年 12 月より  

 

Google で「イノベーション」と検索すると、297 万件、「innovation」だと 1億 300 万件ヒットす

る。その意味で「イノベーション」は人口に膾炙した言葉で、私たちは経営からも「イノベーショ

ンを起こせ!」「イノベーティブな製品・サービスを開発せよ!」などと要望・要請されている。と

ころが、私たちの意識としては「僕らは、ジョブスでもないし、ジェフ・ベゾスでもない。そう、

イノベーションは天才の専売特許で、僕らには関係のないことだ。無理、無理、無理」と思いがち

である。 

 

このギャップを解消すべく、 

① 「イノベーション」の意味を再認識し 

② Ordinary な（普通な、平凡な）我々でもイノベーションを実現できるプロセス（工程）を

考え、 

③ 「イノベーション」的な活動を組織の皆が実践できる組織のあり方も模索することをテー

マにした研究の場。 

 

「イノベーション」とは、20 世紀初頭に経済学者シュンペーターによって定義された言葉で『既に

存在している知と知を組み合わせることである』で、つまり、その本質は「新しい組合せ（New 

Combinations）」であるというのが経営学でのコンセンサスにもなっている。 

既存なこと・ものを組み合わせて、何か新しいこと・ものを考え、実行・実現していく。こう考

えれば、Ordinary な（普通な、平凡な）我々にとっても抵抗感が無くなりませんか？ また、近年

、ハーバードやスタンフォード大学など米国を中心にイノベーション実践論が形式知化しており

（ex.クリステンセン著『イノベーションの DNA』）、日本においても、一橋大学の野中郁次郎氏や

楠木建氏らによっても具体的なイノベーションケースが提示されている。さらに、「新興国マーケ

ティング」においては、お金を使わず、知恵を使う「ジュガード（Jugaad）イノベーション」や「

リバース・イノベーション」などが注目されている。こういった近年のイノベーションに関する知

見を参考に、Ordinary な（普通な、平凡な）我々でもイノベーションを実現できるプロセス（工程

）を考え、仕事や組織で実践していくことをテーマにした研究会にしたい。前半は「理論編」、後

半は参加者による「イノベーションプロセス実践、その共有」と考えている。 
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■対象： 

➤所属組織において、現状に問題意識を持ち、 

・何か新しいことをしなければならない 

・何か新しいことをしたい という想いがあり、 

・思考やものの見方が「おじさん化」していない人。 

かつ、何か新しいことを実践する機会形成ができる方。 

※勉強だけに来る方はご遠慮ください。 

■ナビゲータ 

 

渡邉 信光 Initiative＆Solutions,Inc (http://www.initiative-solutions.jp/) 

代表取締役/組織・人財開発コンサルタント 

 

<わたなべ・のぶみつ> 1962 年生まれ。1986 年中央大学法学部卒、株式会社

リクルート入社。以来、HRD 系ビジネスの営業、営業課長、マーケティング

マネジャー（「7 つの習慣」セミナープロモーション）、企画マネジャー（ｅラ

ーニングビジネスの事業化）、コンサルタントなどを経て、2004 年独立。2004 年に組織・人材開

発系コンサルティング会社 Initiative&Solutions,Inc を起業する。大手企業、成長企業の組織・人

材開発領域でのサービスを展開。また、複数のコンサルティング会社の支援や「東レ経営研究所」

特別研究員を兼務。会員コラム http://b-p-i-a.com/?p=709 

 

■サブナビゲータ 

小々馬 恵 NEC ソフト株式会社 人事総務部 人事シニアマネージャー 

 

 

■スケジュール 

 

第 1 回 2013/12/13（金）16:00～18:00「オリエンテーション」/ 於：イトーキ SYNQA(京橋) 

第 2 回  2014/ 1/17（金）18:40～20:40「イノベーションの方法Ⅰ:思考法」 

第 3回 2014/ 2/07（金）18:40～20:40「イノベーションの方法Ⅱ:プロセス①」 

第 4回 2014/ 2/24（月）18:40～20:40「イノベーションの方法Ⅱ:プロセス②」 

第 5回 2014/ 3/ 7（金）18:40～20:40「イノベーションの方法Ⅱ:プロセス③」 

第 6回 2014/ 3/14（金）18:40～20:40「イノベーションの方法Ⅱ:プロセス④」 

第 7回 2014 /4 月 予定「イノベーションの方法Ⅲ:スキル」 
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   ネットワーク社会における企業の成功要因を探る 

7.  企業活性化研究会－日本企業の元気要因と働き方を探求する会－ 

  研究会発足：2008 年 12 月より  

 

特徴ある経営（たとえば、独自の組織運営や評価制度、雇用制度、自社技術重視、脱下請け等の施

策）で成功している企業の成功要因を中心に分析し、日本企業を活性化するための企業のあり方や

施策、働き方等について検討するという趣旨で活動している。これまで、成果主義の導入やグロ

ーバル対応を進めてきた多くの日本企業が、業績低迷、組織肥大化、人事問題などで苦しんでき

た。一方で、雇用を守りな がら独自の施策で業績を維持し、社員の能力を活かしている企業もあ

る。経営者の発するメッセージが起爆剤となり企業を大きく変えた事例も多くある。このような

活力ある企業を分析研究することで、企業の元気要因と働き方を明らかにし、日本企業の再生に

貢献したい。 

 

本研究会は、これまで、企業における仕事のやり方に関して、創造性、生産性、効率性、妥当性

（最適性）、モチベーション、ワーク・ライフ・バランス等の観 点から調査分析し、代表的な理

想の働き方（ワークモデル）を提案することを目的として活動し、働き方革新や経営革新に意欲的

な企業の訪問や経営者ヒアリング等を随時実施してきた。そして、“「全国民が楽しく意欲的に働

ける国家」の実現を目指して”の提言を作成、また震災に関連して、「震災を経験しての 働き方を

中心とした企業革新に対する経営者アンケート」を実施し、公開シンポジウム「震災と働き方“震

災半年を経て、あらためて考える企業と働き方のあり方とは”」を開催した。このシンポジウムで

は、事業継続計画（ＢＣＰ）のさらなる充実が必要であること、平時からリスクに対応した働き方

やプロセ スを組み込んでいくことが重要であること等を事例を通して訴えた。経営者ヒアリング

では、企業理念の共有、経営方針、制度（ＩＴ活用、組織面）、働き方（モチベーション、人事、

可視化、ワークスタイル＆ワークプレイス）、リスク（事業リスク、ＢＣＰ）などの観点で、特徴

ある施策等をうかがい、以下のような方針で検討を進めてゆく。 

 

・不確実性が高く事業環境の厳しい時代においても、企業が活力を維持し、生き残っていくため

の潜在的な問題点を洗い出す。 

・企業および働く側の両者にとって、幸福度の高い状態を作り出す可能性と施策について検討す

る。 

・上記の検討に基づき、理想の企業像と働き方を探る。 

 

さらには、労働意欲のわく環境になっているか、労働機会が開かれているか、活躍の機会や能力

向上の機会が与えられているかなどの観点からも企業を分析し、魅力があり活力のある企業にな

るための要因を追及。 

 

このような活動の一環として、“企業活性化とモチベーション”に関するワークショップを企画し、

2013年 10月に開催。これまでの企業調査において、企業活性化の共通の要因がモチベーションに

あることをあらためて確認し、また、モチベーション高揚で多くの企業が悩んでおられる実態も
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明らかになった。そこで、企業の経営や人事などに関係しておられる方で、モチベーションに関

心のある方々に集まっていただき、企業活性化におけるモチベーションのあるべき姿に ついて議

論し、モチベーション高揚の施策へとつなげていただくことを目的とした。 

 

 

■ナビゲータ 

 

岡田正志 B&T コンサル・オフィス・オカダ 代表 

 

＜おかだ・まさし＞ 元ＮＥＣソフト 生産革新アドバイザリーエキスパート。

名古屋大学大学院工学研究科修了。機器制御、ソフトウェア工学などに関する研

究開発、通産省（現経産省）のプロジェクトなどに従事後、情報システム、企画

などの部長職を歴任。その間、新オフィスの建設整備なども担当。現在は、生産

性向上や品質向上に関与。ソフトウェア開発に関連する著訳書多数。他に、大学の非常勤講師など。 

 

 

■実施スケジュール 

 

ワーキンググループ（年１２回） 

公開セミナー（年１回） 

メンバは登録制。 
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IV 交流会 

 

スポーツ交流 「フラッグフットボール」 

～デジタルではできない共感のネットワークづくり 

組織力を高める、あるいはプロジェクトチーム力を高めるための様々な研究と実践が行われていま

すが、その手法の一つとして、「スポーツ」が注目を集めています。次々に変化する場面に即座に

自分達で考え対応することを求めるスポーツでは、まさに、身体を使った思考錯誤の場が連続しま

す。問題を発見してチームで対応する。そこに共感のコミュニケーションが生まれチームビルディ

ングの土台が築かれます。 

 

その具体的訓練方法として、「フラッグフットボール」を実践します。 

フラッグフットボールは、アメリカンフットボールからタックルを無くしたスポーツで安全に、ア

メリカンフットボールの醍醐味を味わえます。 メンバーが集まって作戦を考えプレーするという

セットプレーの連続なので、他の球技に比べ非常に戦術的要素が高い競技といわれています。 

職種を超えて会員同士が共感を生むには、身体文化で本能的に体感することです。自社内にとどま

らない BPIA の交流をスポーツで全開します！  

 

キーワードは、アウトプット研修、コトづくりの土台、コミュニケーション活性化、OtoO（オンラ

イン トゥ オフライン）、出会い、創造性、自立型、オープン、モチベーション、本能。指導に

あたるのは、スポーツ・ビジネスの先頭を走るアスリード社（BPIA 会員）です。  

 

＜対象＞ 会員企業若手社員から、人事担当者・社員教育関係者など、15～40 名程度。 

 

■ナビゲーター 

 

藤本智也  株式会社アスリード取締役 

 

＜ふじもと としや＞ 中央大学文学部卒業後、生命保険会社（明治生命）を経

て、通信系ベンチャーの立ち上げに参画。3 年で年商 40 億弱を実現。現在は、

株式会社ボート代表取締役、株式会社アスリード取締役として経営、スポーツを

活用したコトづくりのビジネスモデルを手がける。また 300 名までのマネジメン

ト経験を活かしスポーツをリアルコンテンツとして、次世代の新しい産業モデル

の構築に奮闘している 

 

■実施スケジュール 

年 2回。第 1回目： 2014 年 2 月 13 日（木）夕刻。場所： 東京体育館 サブアリーナ 
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第５号議案 

 

 

定款変更の件 
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（１）第 5条種別第 1項を以下の様に変更し、第 3 項を加える 

 

[現行第 5 条] 

１．本会の会員は正会員（法人会員、公益法人会員、個人会員、学術会員）、学生会員、準会員、

有期会員、協賛会員とし、正会員をもって民法上の社員とする。 

２．会員は、本会の目的に賛同した企業、団体、個人とする。  

  

[変更後の第 5 条] 

１．本会の会員は法人会員、公益法人会員、個人会員をもって構成される。 

２．法人会員、公益法人会員、個人会員をもって正会員とし、民法上の社員とする。 

３．会員は、本会の目的に賛同した企業、団体、個人とする。 

４．2013年 11月 14日現在本会の会員資格を有する者は、第5条第1項の規定にかかわらず、2014

年 9 月 30 日まで現在所属する会員種別を継続できるものとする。  

 

（２）第 6条入 会 第 1 項、第 2 項、第 3 項を削除し、以下の様に変更する 

[現行第 6 条入会 第 1項、第 2 項、第 3 項] 

第 1 項 ＜正会員、学生会員及び協賛会員＞  

１．本会の会員になろうとするものは、所定の入会申込書を会長に提出し、運営理事過半数の承

認を得なければならない。  

２．会員は本会に対する代表者としてその権利を行使する者 （以下 「会員代表者」 という） を

定め、会に届け出るものとする。  

３．会員代表者を変更した場合は、速やかに会長に届け出なければならない。  

第 2 項 ＜準会員＞  

準会員は、特定非営利団体に所属する企業で、下記条件のもとに準会員の資格を付与する。  

１．特定非営利団体と BPIA が相互にたいして協賛団体であること。  

２．特定非営利団体１組織から３社以上の入会があること。  

３．準会員資格は、BPIA 理事会により毎年その継続承認の可否を検討すること。  

４．準会員になろうとするものは、その所属する特定非営利団体の承認を得たのち、本条第1項の

手続きに準じて入会すること。  

第 3 項 ＜有期会員＞  

有期会員は、下記条件のもとにその資格を付与される。  

１．会員資格の有効期間が 1年限りであること。  

２．1年を越える資格の更新は認められないこと。  

３．有期会員になろうとするものは、本条第 1項の手続きに準じて入会すること。   

 

[変更後] 

第 1 項、第 2項、第 3項を削除し、下記規定とする。 
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第 6 条 入会 

１．本会の会員になろうとするものは、所定の入会申込書を会長に提出し、常務理事過半数の承

認を得なければならない。  

２．法人会員、公益法人会員は本会に対する代表者としてその権利を行使する者 （以下 「会員代

表者」 という） を定め、会に届け出るものとする。  

３．会員代表者を変更した場合は、速やかに常務理事会に届け出なければならない。 」 

 

（３）第 18 条 構 成 第 3 項を以下の様に変更する 

 [現行第 18 条構成 第 3 項] 

３．常任理事会は、会長、副会長、専務理事および常務理事をもって構成する。  

 

[変更後] 

３．常務理事会は、会長、副会長および常務理事をもって構成する。 

 

（４）第 11 条 種別 第 1 項を以下のように変更する 

[現行第 11 条 種別 第 1 項] 

１本会に次の役員を置き、顧問を置くことが出来る。 

（1）理事 8 人以上 25 人以内  

（2）監事 1 人以上 2人以内  

（3）顧問 若干名  

 

[変更後の第 11 条 種別 第 1 項] 

１本会に次の役員を置き、顧問を置くことが出来る。 

（1）理事 第 12 条 第 1項、第 2項、第 3項の規定に従う 

（2）監事 1 人以上 2人以内  

（3）顧問 若干名  

 

（５）第 12 条 選任を以下のように変更する 

[現行第 12 条] 

１．理事及び監事は総会において、正会員中から選任する。ただし、正会員以外の者を本会の理事

又は監事とする必要のある場合は、2人を限度として選任することができる。  

２．会長、副会長、専務理事は理事会において理事の互選により定める。  

３．常務理事は、理事会の承認を経て、理事の中から会長が委嘱する。  

４．理事及び監事は、相互に兼ねることはできない。  

５．理事および監事が、会員代表者でなくなったときは、第１項の規定にかかわらず、理事会の議

決を得て、当該会員から第６条第３項の規定に基づき届け出のあった会員代表者を後任の理

事又は監事に選任することができる。この場合、当該理事会開催後最初に開催する総会にお

いて承認を得るものとする。  
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[変更後の第 12 条] 

１．2014 年度以降（2013 年 10 月 1 日以降）に入会した法人会員は、会員代表が理事に就任するも

のとする。  

２．2014 年度に限り、理事は、前項の規定により就任する理事に加え、旧会員種別正会員の中から

選任する。 

３．研究会ナビゲータは理事に就任するものとする。但し、研究会に 2名以上のナビゲータがいる

場合は、そのうち 1名が研究会を代表して理事に就任するものとする。 

４．監事は総会において、会員中から選任する。ただし、会員以外の者を本会の監事とする必要の

ある場合は、2人を限度として選任することができる。 

５．会長、副会長、常務理事は理事会において理事の互選により定める。  

６．常務理事は、理事会の承認を経て、理事の中から会長が委嘱する。  

７．理事及び監事は、相互に兼ねることはできない。  

８．会員代表者として理事に就任した者が、会員代表者でなくなったときは、当該会員から第６条

第３項の規定に基づき新たに届け出のあった会員代表者が理事に就任するものとする。  

９．研究会ナビゲータとして理事に就任した者が、研究会ナビゲータでなくなったときは、直ちに

理事の役職を解かれるものとする。 

 

（６）第 13 条 職務 第 4 項及び第 5 項 を以下のように変更する 

[現行第 13 条第 4 項及び第 5 項] 

４．専務理事は会長及び副会長を補佐し、業務を統括するとともに、会長及び副会長共に事故ある

とき又は欠けたときは、その職務を代行する。  

５．常務理事は会長、副会長および専務理事を補佐し、業務を処理する。  

 

[変更後の第 4 項] 

第 4 項を削除する。 

５．常務理事は会長、副会長を補佐し、業務を処理する。 

 

（７）第 4章会議 第 17 条種別を以下の様に変更する 

[現行第 17 条] 

本会の会議は総会、理事会、および常任理事会とし、総会は、通常総会及び臨時総会とする。  

 

[変更後の第 17 条] 

本会の会議は総会、理事会、および常務理事会とし、総会は、通常総会及び臨時総会とする。  

 

（８）第 18 条構成第 3項を以下の様に変更する 

[現行第 18 条第 3 項] 

３．常任理事会は、会長、副会長、専務理事および常務理事をもって構成する。  

 

[変更後の第 18 条第 3 項] 

３．常務理事会は、会長、副会長および常務理事をもって構成する。 
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（９）第 19 条 権 能 第 3 項を以下の様に変更する。 

[現行第 19 条第 3 項]   

３．常任理事会は、前項(3)に該当する項目のうち、特に機動性を要する事項を議決する。  

 

[変更後] 

３．常務理事会は、前項(3)に該当する項目のうち、特に機動性を要する事項を議決する。 

 

（１０）第 20 条 開 催 第 4 項を以下の様に変更する。 

[現行第 20 条第 4 項] 

４．常任理事会は随時開催する。  

 

[変更後] 

４．常務理事会は随時開催する。  

 

（１１）第 22 条議長を以下の様に変更する 

[現行第 22 条議長] 

総会、理事会の議長は、会長がこれにあたる。ただし、第 20 条第 2 項第 3 号の規定に基づく臨時

総会を開催した場合は、出席正会員のうちから議長を選出する。 

 

[変更後の第 22 条議長] 

総会、理事会の議長は、会長がこれにあたる。ただし、第 20 条第 2 項第 3 号の規定に基づく臨時

総会を開催した場合は、出席会員のうちから議長を選出する。 

 

（１２）第 24 条議決第 1項を以下の様に変更する 

[現行第 24 条第 1 項] 

総会及び理事会の議事はこの定款に別に定めるほか、出席構成員の過半数の同意でこれを決し、

可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 

[変更後の第 24 条第 1 項] 

総会及び理事会の議事はこの定款に別段の定めがある場合を除き、出席構成員の過半数の同意で

これを決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 

（１３）新たに「第 26 条議決及び報告の省略」を加える 

[追加する規定] 

第 26 条議決及び報告 

１．理事又は会員が、総会の目的である事項について提案した場合、その提案について、会員の過

半数が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、その提案を可決する旨の総

会の決議があったものとみなす。 
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２．理事が会員の全員に対し、総会に報告すべき事項を通知した場合、会員の過半数が書面又は電

磁的記録により同意の意思表示をしたときは、その事項の総会への報告があったものとみな

す。 

 

（１４）新条項の追加により、現行第 26 条から 38 条までの条文番号を下記の様に繰り下げる 

第 26 条議事録→第 2７条議事録、 第 27 条資産の構成→第 2８条資産の構成、 第 28 条資産の管

理→第 2９条資産の管理、 第 29 条経費の支弁→ 第 30 条経費の支弁、 第 30 条事業計画及び収

支予算→第 31条事業計画及び収支予算, 第 31条事業報告及び収支決算→第 32条事業報告及び収

支決算, 第32条特別会計→第33条特別会計, 第33条剰余金の処分→第34条剰余金の処分, 第

34 条借入金→第 35 条借入金, 第 35 条事業年度→第 36 条事業年度, 第 36 条定款の変更→第 37

条定款の変更, 第 3７条解散→第 38 条解散, 第 38 条残余財産の処分→第 39 条残余財産の処分 

 

（１５）「第７章 補則 第 39 条 研究会」を、修正を加えた後に「第 41 条研究会」とし、 

新たに「第 40 条組織」を加える。変更内容は以下の通り。 

１）追加する規定 

第 40 条 組織 

1. 本会は事業の円滑な遂行を図るため、総会[1]、常務理事会[1]、理事会[1]、事務局[2]に加

え、企画、広報、会員の３委員会および例会、研究会、交流会の 3担当を設ける。   

２．企画委員会は事業のレビューと企画・審議を行い、常務理事会に対し提案を行う。 

３．広報委員会は本会の活動状況を会員に知らせると共に、外部への広報活動を適時行う。 

４．会員委員会は会員要求の吸収と会員数の増加を図る活動を行う。 

５．例会担当は事務局と連携して例会の企画、運営を行う。 

６．研究会担当は研究会ナビゲータおよび事務局と連携して研究会の企画、運営を行う。 

７．交流会担当は事務局と連携して交流会の企画、運営を行う。 
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注）[1]現行・定款第 17 条種別 、[2] 現行・第 40 条事務局 参照 

 

２）現行第 39 条の修正 

 [現行第 39 条の規定 ]   

第 39 条 研究会 

１. 本会は事業の円滑な遂行を図るため、研究会を設けることができる。  

２. 研究会はその目的とする事項について調査及び研究し又は審議する。  

３. その他研究会の運営に関して必要な事項は会長が理事会の議決を得て、別に定める。  

４. 研究会の座長は理事会が任命する。  

５. 研究会は理事会が必要とする時に設けることができる。 

 

[変更後] 

第 4１条 研究会 

1.第 39 条 6 項に定める研究会担当の所管のもとに研究会を設けることができる。。  

2.研究会はその目的とする事項について調査及び研究し又は審議する。  

3.研究会の運営に関して必要な事項は研究会担当が研究会ナビゲータ、事務局と協議して決裁す

る。活動目的の変更など重要事項については常務理事会の議決を必要とする。  

4.研究会のナビゲータは研究会担当が推薦し、常務理事会が任命する。  

 

３）関連するその他の変更 

上記（１５）における新条項の追加により、第 40 条事務局→第 42 条事務局、第 4１条実施細則→

第 43 条実施細則に変更する。 
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第６号議案 

 

 

理事選任の件 
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新 理事候補者一覧（五十音順） 

 

<理事> 

石田 麻琴 株式会社 EC マーケティング人財育成 代表取締役社長 

伊藤  孝 日本ヒューレット・パッカード株式会社 取締役 常務執行役員 管理統括 

今須 聖雄 東洋アルミニウム株式会社 代表取締役会長 

岩佐  豊   有限会社ワイ・エス・マネジメント 代表取締役社長 

内田 士郎 プライスウォーターハウスクーパース株式会社 代表取締役会長 

岡田 正志 Ｂ＆Ｔコンサル・オフィス・オカダ 代表 

小笹  芳央 株式会社リンクアンドモチベーション 代表取締役社長 

片貝 孝夫 片貝システム研究所 代表 

木村 修三 EPUB マニュアルコンサルタント 

桐山 太一 株式会社アーク情報システム  取締役 

倉重 英樹 株式会社シグマクシス 代表取締役会長 兼 社長 

小々 馬恵 NEC ソフト株式会社 人事総務部 人事シニアマネージャー 

坂田 明 明豊ファシリティワークス株式会社 代表取締役社長 

椎木 茂 日本オラクル株式会社 副社長執行役員 アプリケーション事業統括 

下條 治 日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社 代表取締役社長 

仙石 通泰 株式会社三技協 代表取締役社長 

田岡 賢輔 富士ソフト株式会社 ソリューション事業グループ  

総合ソリューションユニット 新ソリューション技術ディビジョン部長 

田口 潤 株式会社インプレスビジネスメディア 取締役 

竹内  弘之 一般社団法人中部産業連盟  副会長 総合事業本部長  

田村 俊和 株式会社日経 BP マーケティング 代表取締役社長  

中島  洋  株式会社 MM 総研 代表取締役所長 

成田 恒一 株式会社アイ・ティ・フロンティア 代表取締役社長 

森川 徹治 株式会社アバント 代表取締役社長 

森川 勇治 株式会社ウェッブアイ 

渡邉 信光 Initiative＆Solutions,Inc  代表取締役/組織・人財開発コンサルタント 

 

<監事> 

市川  勤  株式会社じもとの neco 代表取締役社長 

 

 

なお、理事任期は 2014 年 9 月末日まで。 
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第７号議案 

 

 

2014 年度収支予算書承認の件 
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2014 年度予算案 （2013 年 10 月 1 日～2014 年 9 月 30 日）  単位：円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


